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ジャック・ホールディングス株式会社の子会社化に関するお知らせ 
 
当社は、2005 年 8 月 25 日開催の当社取締役会において、ジャック・ホールディングス株
式会社（証券コード 7602、以下、「JACHD」という。）について、発行済株式を取得、第三者
割当増資及び新株予約権を引受けることにより、JACHDを子会社化することを決議し、伊藤
忠エネクス株式会社と「株式譲渡契約」、JACHD と「資本提携に関する基本合意書」を締結
することと致しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

  
記 

 
１．経営権取得の目的 
 
当社グループは、web システムの開発やインターネット上でのマーケティングのノウハウ

を活かし、ポータルサイト「livedoor」を核としてインターネットを通じた各種サービスを提
供しております。また、今後ブロードバンド常時接続環境の普及に伴いインターネット関連サ

ービスの裾野がさらに広がっていくと考えており、コンシューマ向けのサービス提供を強化す

る方針であります。 
一方、JACHDは、1987年 12 月に設立され、現在、全国に 75店舗を有し、中古車の買取、

販売を主たる業務として展開しております。 
日本における中古車マーケットは、現状、個人間売買がほとんど存在せず、売却希望者が中

古車買取業者に売却し、中古車販売業者から購入希望者が買取るモデルが一般的であります。

一方、米国では巨大な市場を形成するインターネットオークションサイトを介して、中古車の

個人間取引（以下、「CtoCモデル」という。）が活発に行われております。 
米国の中古車の「CtoCモデル」の成功例としては eBay Inc.が挙げられます。eBay Inc.は

米国において No.1インターネット・オークションサイトを運営しております。eBay Inc.を介
した 2005 年度第 2 四半期の取引流通総額は、年率換算すると約 436 億ドルであり、その中
でも中古車の占める取引流通額は全体の約 33%を占め、約 143 億ドル（年率換算済）の中古
車個人間取引が行われております。このようにインターネット・オークションサイトを介して、



 

米国においては「CtoCモデル」による中古車取引体制が完全に確立されていると言えます。 
現在、日本においては、インターネット・オークションサイトを介した中古車の個人間売買

は、中古車の主流な取引とは言えない状況です。当社グループにおきましては、JACHDが保
有する全国の営業店舗網及びそれらのユーザーなどの基盤に対して、当社グループ保有のイン

ターネットサイトの構築及びインターネット流通のためのシステム構築等の技術を含めたノ

ウハウ等を掛け合わせることにより、日本におけるインターネット・オークションサイトを通

じた中古車の「CtoCモデル」を確立しうると確信しております。より具体的にいえば、JACHD
の保有する営業店舗網を良質な展示場として用いることに加え、当社グループ保有のポータル

サイト「livedoor」から顧客を誘導、さらには利便性の高い決済インフラ、個人向けオンライ
ンローンサービスを構築することで、中古車の個人間売買を促進させ、当業界において圧倒的

な優位性を確保出来ると判断いたしました。 
また、最終的にはこのインターネットにおける中古車取引仲介サービスを軸に当社のポータ

ルサイト上で展開する「livedoorオークション」を国内最大のインターネット・オークション
サービスに成長させ、当社のイーコマース事業の収益の拡大につなげることを目指しておりま

す。 
以上の理由から、この度当社取締役会において、当社が JACHDの経営権を取得することを

決議いたしました。 
 
２．異動する子会社（JACHD）の概要 

①商号 ジャック・ホールディングス株式会社 
②代表者 安達正純 
③本店所在地 東京都新宿区市谷本村町２ 
④設立年月日 1987年 12月 
⑤主な事業内容 中古車の買取及び販売業 
⑥決算期 3月 
⑦従業員数 512名（2005年 5月 31日現在） 
⑧資本金 7,682,565,041円（2005年 5月 31日現在） 
⑨発行済株式総数 123,233,091株（2005年 5月 31日現在） 
⑩大株主構成及び議決権比率（議決権比率上位 5名、2005年 4月 7日現在） 

氏名または名称 持株数 議決権比率 
翼システム株式会社 14,532,200株 11.79%
伊藤忠エネクス株式会社 7,599,600株 6.17%
エスエヌエフイー マツク ジヤパ
ン  アクテイブ  シエアホルダー
ファンド エルピー 

5,686,600株 4.61%

日本証券金融株式会社 5,224,500株 4.24%



 

大泉勉 3,784,400株 3.07% 
 
⑪最近事業年度における業績の動向 

 

決  算  期 

第 18期 

自 2004年 4月 1日 

至 2005年 3月 31日

第 17期 

自 2003年 4月 1日 

至 2004年 3月 31日

第 16期 

自 2002年 4月 1日 

至 2003年 3月 31日

売  上  高 43,062,539千円 46,007,696千円 40,871,340千円

営 業 利 益 △687,529千円 458,089千円 674,721千円

経 常 利 益 △1,432,567千円 368,992千円 507,557千円

純  資  産 9,272,172千円 5,819,139千円 7,997,119千円

資  本  金 6,168,450千円 3,500,000千円 14,470,425千円

 
⑫当社との関係 

 (1)出資関係  該当なし 
 (2)営業取引  該当なし 
 (3)営業取引以外の取引 該当なし 
 (4)人事関係  該当なし 
 
３．伊藤忠エネクス株式会社からの株式取得について 
（１）株式取得の内容 
    当社は、JACHD株主である伊藤忠エネクス株式会社から、JACHDの発行済議決権

付普通株式 7,599,600株を譲り受けます。 
（２）株式譲渡元の情報 

①商号 伊藤忠エネクス株式会社 
②代表者 山田 清實 
③本店所在地 東京都目黒区目黒 1-24-12 
④設立年月日 1961年 1月 
⑤主な事業内容 自動車関連事業、ガスエネルギー・家庭関連事業、産

業マテリアル事業 

⑥当社との関係 なし 
⑦決算期 3月 
⑧従業員数 463名（2005年 3月 31日現在） 
⑨資本金 19,877百万円（2005年 3月 31日現在） 
⑩譲渡株数 7,599,600株 
⑪譲受年月日 2005年 9月 14日（予定） 

  



 

（３）今後の日程 
2005年 9月 14日 株式受渡（予定） 
 

４．第三者割当増資引受の内容 
当社は、JACHD の第三者割当増資により、下記の通り議決権付普通株式

112,754,000株を引き受けます。 
記 

①引受株数 普通株式 112,754,000株 
②引受価額 1株につき 120円 
③引受価額の総額 13,530,480,000円 
④申込期間 9月 12日（月）から 9月 14日（水） 
⑤払込期日 2005年 9月 15日 

 
５．新株予約権引受の内容 
 当社は、JACHDより新株予約権を、下記の通り引き受けます。 

記 
①新株予約権の名称 ジャック・ホールディングス株式会社 第 1回

新株予約権（第三者割当） 
②新株予約権の目的たる株式の種

類及び数 
ジャック・ホールディングス株式会社 普通株

式 25,149,000株 
③発行する新株予約権の数 25,149個（新株予約権 1個あたりの目的となる

普通株式数 1,000株） 
④新株予約権の発行価額 発行価額は 1個あたり 1,323円とする。 
⑤新株予約権の発行総額 33,272,127円とする。 
⑥新株予約権の申込期間 2005年 9月 12日（月）から 2005年 9月 14日

（水） 
⑦新株予約権の払込期日 2005年 9月 15日（水） 
⑧新株予約権 1株あたりの払込金
額 

139円 

⑨新株予約権の権利行使期間 2005年 9月 16日から 2008年 9月 16日までと
する。 

 
 
 
 
 



 

６．取得前後の所有株数の状況 

株数 所有割合
異動前の所有株式数 0株 0.00%
取得株式数

120,353,600株
（内議決権の数120,353,600株）

51.00%
（議決権の割合51.00%）

異動後の所有株式数
120,353,600株

（内議決権の数120,353,600株）
51.00%

（議決権の割合51.00%）  

 
７．今後の予定 
   JACHD の子会社化に伴い、インターネット・オークションサイトを通じた中古車の
「CtoCモデル」を構築するため、引き続き両社にて協議する予定でございます。当社は、
可及的速やかに JACHD へ顧問を派遣し、「CtoC モデル」構築のための具体的な作業に
入ります。 

 
８．業績に与える営業 
 当社の 2005年 9月期連結業績に与える影響は軽微であります。 

 
 

以上 
 


